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★用語の意義 

 この冊子における用語の意義は、特に断りがない限り、以下のとおりとしています。 

1 号事業・・・・・・・・・・・・・ 法第 72 条の 2第 1項第 1 号に掲げる事業 

※2 号事業、3号事業以外 

2 号事業・・・・・・・・・・・・・ 法第 72 条の 2第 1項第 2 号に掲げる事業 

※送配電事業、導管ガス供給業、保険業等 

3 号事業・・・・・・・・・・・・・ 法第 72 条の 2第 1項第 3 号に掲げる事業 

※小売電気事業等、発電事業等及び特定卸供給事業 

★根拠法令等の略称（凡例） 
 

地方税法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 法 

地方税法施行令・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 令 

地方税法施行規則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 則 

兵庫県税条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 条例 

地方税法の施行に関する取扱いについて（道府県税関係）・・ 取通（県） 

※条文番号については、条：§算用数字 項：丸付数字 号：漢数字 で表示しています。 

※この冊子は、令和７年 4 月 1 日現在の法令に基づいて作成しています。 
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１．電気供給業を行う法人の法人事業税の概要 

令和 2 年度税制改正により、令和 2年 4月 1日以後に開始する事業年度から、電気供給

業のうち小売電気事業等及び発電事業等に係る法人事業税の課税方式が見直されました。 

 また令和 3年度税制改正により、令和 4年 4月 1日以後に終了する事業年度から、電気

供給業のうち特定卸供給事業に係る法人事業税の課税方式が見直されました。 

 

（１）電気供給業に係る課税方式見直しの概要 

電気供給業については、見直し前は、収入割額によって課することとされていました

が、今回の見直しにより、資本金の額又は出資金の額が 1億円を超える普通法人（※）に

あっては収入割額、付加価値割額及び資本割額の合算額によって、それ以外の法人にあ

っては収入割額及び所得割額の合算額によって、それぞれ課することとされました。 

また、これに伴い、3号事業に係る法人事業税・特別法人事業税の税率が改正されました。 

対象事業 見直し対象 申告様式 

①下記の②③以外の事業 

（1号事業） 

 第 6 号様式 

第 6 号の 3 様式 

②送配電事業、導管ガス供給業、保険業等 

（2号事業） 

 第 6 号様式 

第 6 号の 3 様式 

③小売電気事業等、発電事業等及び特定卸供給事業 

（3号事業） 

課税方式 

を見直し 

第 6 号様式（その 2） 

第 6 号の 3 様式（その 2） 

   

法人の種類 
課税方式 

【改正後】 【改正前】 

外形標準課税適用法人（※）  

（法§72 の 2①三イ） 
収入割＋付加価値割＋資本割 収入割 

上記以外の法人      （法§72の 2①三ロ） 収入割＋所得割 収入割 

※特定目的会社、投資法人、一般社団・一般財団法人を除きます。 

（1）小売電気事業等とは 

以下の①、②をいいます。 

① 電気事業法第 2条第 1項第 2号に規定する小売電気事業 

② 上記①に準ずるものとして総務省令で定める事業 

 ※他の者の需要に応じ電気を供給する事業をいいます。 

  ただし、一般送配電事業（電気事業法第 2 条第 1 項第 8 号）、特定送配電事業（電

気事業法第 2 条第 1項第 12 号）、発電事業（電気事業法第 2 条第 1 項第 14 号）及

び発電事業に準ずる事業（以下の（2）②）に該当する部分を除きます。 

（2）発電事業等とは 

以下の①、②をいいます。 

① 電気事業法第 2条第 1項第 14 号に規定する発電事業 

② 上記①に準ずるものとして総務省令で定める事業 

※自らが維持し及び運用する発電用の電気工作物を用いて他の者の需要に応じて供

給する電気を発電する事業をいいます。 

 なお、当該電気を発電する事業と併せて他の者の需要に応じ当該電気を供給する場

合には、当該供給を行う事業（小売電気事業、一般送配電事業及び特定送配電事業

に該当する部分を除きます。）を含みます。 
（3）特定卸供給事業とは 

 電気事業法第 2条第 1項第 15 号の 3 に規定する特定卸供給事業をいいます。 
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（２）電気供給業を行う法人の事業税に係る税率 

  電気供給業を行う法人の事業税の課税標準及び税率は、以下のとおりになります。 

※1号事業については税率が異なりますのでご注意ください。 

 

【令和 2 年 4月 1日以後開始する事業年度から適用】 

区  分 法人の種類 
事業税 

の区分 
課税標準 

税  率（％） 

標準税率 超過税率※2 

䥹 

３ 

号 

事 

業 

䥺 

及
び
特
定
卸
供
給
事
業 

小
売
電
気
事
業
等
・
発
電
事
業
等 

法人事業税 

外形標準課税適

用法人 ※1 

収入割 収入金額 （0.75） 0.8025 

付加価値割 付加価値額 0.37 0.3885 

資本割 資本金等の額 0.15 0.1575 

上記以外の法人 

収入割 収入金額 0.75 0.8025 

所得割 所得金額 1.85 1.9425 

特別法人事業税   基準法人収入割額 40 

䥹
２
号
事
業

䥺 

上
記
以
外 

法人事業税  収入割 収入金額 1.0 1.065 

特別法人事業税   基準法人収入割額 30 

※1 特定目的会社、投資法人、一般社団・一般財団法人を除きます。 

※2 兵庫県では超過税率を適用しています。不均一課税（標準税率）の適用範囲は以下のとおりです。 

  【3 号事業】収入割・所得割…資本金の額又は出資金の額が 1 億円以下で、所得が年 7,000 万円以下か

つ、収入金額が年 5 億 6,000 万円以下の場合 

  【2 号事業】収入割…資本金の額又は出資金の額が 1 億円以下で、かつ、収入金額が年 5 億 6,000 万円

以下の場合 

※3 （）内の税率は、特別法人事業税の基準法人収入割額を計算する際に使用します。 

【標準税率と超過税率の適用について】（P.15 Q.8 参照） 

法人事業税の税額計算において、標準税率と超過税率のどちらを適用するかについては、それぞ

れの事業ごとに判定を行います。（条例附則§39③） 

（例）3号事業と 1号事業を併せて行っている法人の場合 

   資本金の額又は出資金の額が 1億円以下で、所得が年 7,000 万円以下かつ収入金額が 

年 5億 6,000 万円以下の場合のみ標準税率が適用されます。 

（例）資本金 7,000 万円の場合 

事業区分 収入金額 所得 適用税率 

3 号事業 7 億 3,000 万 超過税率を適用 

1 号事業 － 5,000 万 標準税率を適用 

 

 

２．課税標準及び税額の算出方法 

7 億 ＞ 5 億 6,000 万 

⇒3 号事業は収入割・所得割ともに超過税率を適用 
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（１）課税標準となる収入金額の算出方法（法§72 の 24 の 2） 

  収入割の課税標準となる収入金額は、各事業年度において電気供給業について収入す

べき金額の総額から、国又は地方団体から受けるべき補助金、固定資産の売却による収

入金額等を控除した金額となります。 

 

           ＝                              －  

 

① 収入すべき金額の総額 

各事業年度において収入することが確定した金額で、その事業年度の収入として経理されるべ

きその事業年度に対応する収入をいいます。（取通(県)3 章 4 の 9 の 1） 

※「①収入すべき金額の総額」には、「②控除すべき金額」も含まれます。 

※料金と併せて収入する消費税及び地方消費税の金額は、収入金額に含めません。 

 但し、消費税の申告にあたり、預かった消費税のうち、国に納付することなく自社の収入と

なった金額（益税）は、収入金額に含めます。 

② 控除される金額 

ア 国又は地方団体から受けるべき補助金・固定資産の売却による収入金額（法§72 の 24 の 2①） 

イ 保険金、有価証券の売却による収入金額、不用品の売却による収入金額、受取利息及び受取

配当金、需要者等から収納する工事負担金等、電気供給業を行う他の法人から電気の供給を受

けて電気を供給する場合に供給を受けた電気の料金として支払うべき金額に相当する収入金額

（注）、電気供給業を行う他の法人から非化石電源証書を購入した場合であって非化石電源とし

ての価値を有するものとして電気の供給を行う場合における当該購入対価として支払うべき金

額に相当する収入金額、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

第 36 条の賦課金（令§22、取通（県）3章 4の 9 の 6） 

ウ 損害賠償金、投資信託に係る収益分配金、株式手数料、社宅貸付料（告示） 

エ 託送供給に係る料金として支払うべき金額に相当する収入金額（法附則§9⑧、令附則§6の

2② 平成 12 年 4 月 1日から令和 8年 3月 31 日までの間に開始する各事業年度に限り適用） 

オ 日本卸電力取引所を介して自らが供給を行った電気の供給を受けて、その電気の供給を行う

場合に供給を受けた電気の料金として支払うべき金額に相当する収入金額（法附則§9⑲、令附

則§6の 2⑨ 平成 30年 4月 1日から令和 6年 3月 31日までの間に開始する事業年度に限り適

用） 

（注）「電気供給業を行う他の法人から電気の供給を受けて電気を供給する場合に供給を受けた電

気の料金として支払うべき金額に相当する収入金額」については、次によります。 

・収入金額から控除する金額は、他の電気供給業を行う法人から供給されたもの（新エネル

ギー等電気相当量に係るものを含む）に限られます。地方団体、自家発電を行う者、個人

の供給業者等収入割を課されないものから供給を受けたものについては控除の対象とな

りません。 

課税標準となる収入金額 

原則として、電気事業会計規則による収入（電気事業会計規則の適用がない場合には、これに準

ずる方法により計算した収入）となります。 

具体的には、各種電灯料収入、各種電力料収入（新エネルギー等電気相当量を含む）、遅収加算

料金、せん用料金、電球引換料、配線貸付料、諸機器貸付料、受託運転収入、諸工料、水力又はか

んがい用水販売等の供給雑益に係る収入、設備貸付料収入、事業税相当分の加算料金等原則として

電気供給業の事業収入に係るすべての収入が含まれます（取通（県）3章 4 の 9 の 2）。 

（２）課税標準となる所得の算出方法 

課税標準となる 
収入金額 

① 収入すべき金額の総額 ② 控除される金額 
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３号事業を行う法人の所得割の課税標準である所得は、原則として法人税の課税標準

である所得（個別所得金額）の計算の例により算定します。 

 

 

 

 

 

 

 

【事業税に関する経過措置】 

令和 2 年 4 月 1 日以後最初に開始する事業年度（以下「最初事業年度」といいます。）開始の

日の前日を含む事業年度において、小売電気事業等又は発電事業等を行っていた法人が、小売電

気事業等又は発電事業等に係る所得割の課税標準を算定する場合には、最初事業年度開始の日前

10 年以内に開始する各事業年度において、小売電気事業等又は発電事業等に係る所得を、法人税

の課税標準となる所得（個別所得金額）の計算の例により算定していたものとみなします。  

（地方税法等の一部を改正する法律（令和 2 年法律第 5 号）附則§6②） 

※税制改正適用前の事業年度の所得が欠損で青色申告の場合、欠損額の翌期繰越があったものと

して（欠損控除も行われたものとします）、税制改正後の所得割の課税標準を算定します。 

【税制改正適用前の事業年度に係る欠損金額の取扱いについて】 

ア 3 号事業のみ行う法人 

法人税の申告の所得に応じて、欠損額の翌期繰越及び欠損控除が行われたものとして、税制

改正適用後の最初の事業年度係る第 6号様式別表 9（欠損金額等及び災害損失金の控除明細書：

3 号事業分）を作成します。 

※原則として、第6号様式別表9の内容は法人税申告書別表7に一致することとなりますが、

次の事例等により、法人税と異なる繰越額となる場合があります。この場合、県税事務所

まで、ご連絡をお願いします。 

・法人税において欠損金の繰戻し還付の申告を行っている。 

・平成 22 年より前から電気供給業を行っている。（経過措置は、税制改正の前 10年まで

の事業年度において申告が行われたものとしますので、それ以前において、欠損があ

った場合、法人税の繰越額と差異が生じる可能性があります。） 

・税制改正前の事業年度において、電気供給業を行わなかった年度がある。 

 

イ 3 号事業と 1号事業を併せて行う法人 

（1）1号事業分の欠損金額 

税制改正適用前の事業年度の欠損繰越額を引き継ぎます。 

（2）3号事業分の欠損金額 

法人全体の所得額から、1号事業分の所得を除いた額となります。 

3 号事業分の所得が欠損の場合、欠損の翌期繰越があったものとし、欠損の翌期繰越が

行われた事業年度の以後の年度において、単年度の所得がプラスになった場合は、欠損の

繰越控除が行われたものとします。 

これらの欠損の繰越、欠損控除が行われたものとして、税制改正適用後の最初の事業年

度に係る第 6 号様式別表 9（欠損金額等及び災害損失金の控除明細書：3 号事業分）を作

成します。 
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３．電気供給業のうち 3号事業とその他の事業を併せて行う場合 

（１）原則 

3 号事業とそれ以外の事業（1 号事業、2 号事業）を併せて行う場合は、事業部門ご

とにそれぞれ課税標準額及び税額を算定し、その税額の合算額により申告納付してく

ださい（取通（県）3章 4の 9の 9）。 

なお、各事業部門に関する経理は区分して行って下さい（条例§44 の 2③）。 

各事業部門に共通する収入金額又は経費がある場合 

事業部門ごとに区分経理することが困難な場合は、共通収入金額又は共通経費を各事業部門

の売上金額など最も妥当と認められる基準によって按分した額により、各事業の収入金額、付

加価値額又は所得を算定してください（取通(県)3 章 4 の 9 の 5）。 

※妥当な按分基準として売上金額を用いる場合、一方の事業部門の売上金額に相当する収入が損

益計算書上で売上高に計上されていない場合（例：営業外収益に計上）には、当該金額も売上

金額に含めて按分計算を行ってください。 

・受取地代家賃など毎期継続して、財貨や役務の提供を行い対価を受領する等、事業収入

に類するものに限ります。 

・資金運用等の財務活動による収益や、臨時に発生する収入は該当しません。 

 

（２）例外 

主たる事業と従たる事業とを比較して、従たる事業が主たる事業の売上金額の 1 割以

下であるなど、社会通念上、独立した事業部門とは認められない程度の軽微なものであ

り、したがって従たる事業が主たる事業と兼ね併せて行われているというよりもむしろ

主たる事業の附帯事業として行われていると認められる場合は、従たる事業を主たる事

業のうちに含めて、主たる事業に対する課税方式によって課税標準額および税額を算定

することができます（取通(県)3 章 4 の 9 の 9）。 

「軽微なもの」とは？ 

従たる事業が軽微かどうかについては、①従たる事業の売上金額が、主たる事業の売上金額

の 1 割程度以下であり、かつ②売上金額など事業の経営規模の比較において従たる事業と同種

の事業を行う他の事業者と課税の公平性を欠くことにならないものをいい、この点、特に従た

る事業が収入金額によって課税されている事業である場合には、当該事業を取り巻く環境変化

に十分留意しつつ、その実態に即して厳に慎重に判断します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

４．二以上の都道府県に事務所又は事業所を設けて事業を行う場合 

複数の都道府県に事務所等を有する法人は、課税標準の総額を分割基準で分割して関

係地方団体ごとの課税標準・税額を計算します。 

電気供給業を行う法人の分割基準は次のとおりです。 

主たる事業 分  割  基  準 

電
気
供
給
業 

発電事業等、特定卸供

給事業 

課税標準の 3/4：事業所等の固定資産で発電所又は蓄電用の施設の用に 

供するものの価額 

課税標準の 1/4：事業所等の固定資産の価額 

一般送配電事業、送電

事業、特定送配電事業 

課税標準の 3/4：発電所又は蓄電用の施設に接続する電線路の電力の 

容量（kw） 

課税標準の 1/4：事業所等の固定資産の価額 

小売電気事業等 
課税標準の 1/2：事務所等の数 

課税標準の 1/2：従業者の数 

     （法§72 の 48③）  

 

※分割基準についての詳細は、兵庫県のホームページに掲載の「法人事業税の分割基準の取扱い

について」をご覧ください。 

 

○兵庫県／法人県民税・事業税・特別法人事業税・地方法人特別税 

「申告と納税」内「他の都道府県との分割」に掲載しています。 

 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk22/pa04_000000008.html  

 

又は 

 

兵庫県トップページ（サイト内検索） 

 

で検索してください。 
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５．申告書に添付する書類 

 電気供給業を行う法人については、申告書（第 6 号様式）と併せて次の書類の添付が必

要となります。なお、令和 2 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度から、3 号事業を行う法

人は、第 6号様式（その 2）により申告してください。 

3 号事業を行う法人 

□第 6 号様式別表 6（収入金額に関する計算書） 

□法人税法施行規則様式別表 4の写し（所得の金額の計算に関する明細書） 

□貸借対照表及び損益計算書 

 （雑益・雑損失等の内訳書、製造原価報告書、販売費及び一般管理費の明細書含む） 

□収入金額算定の基礎資料（任意作成のもの） 

□第 6 号様式別表 5（所得金額に関する計算書） 

□第 6 号様式別表 9（欠損金額等及び災害損失金の控除明細書） 

  

※第 6号様式別表 5及び別表 9については、3号事業と 1号事業を併せて行う場合は、 

事業ごとに作成してください。 

 

 

 

 

 

 

 

該当する事業区分を選択してください 
 

【兵庫県独自様式（*）】（※P.8～12 参照） 

□所得金額の区分計算書 

※3 号事業のみを行う場合は、兵庫県独自様式については提出不要です。 

・区分経理の要否に係る判定表（別紙 1） 

・所得金額に関する明細書(別紙 2-1) 

・科目内訳書（別紙 2-2） 

・所得の金額の計算に関する明細書（別紙 3） 

・所得金額に関する計算書（別紙 4）  

※別紙 4は、繰越欠損金額の当期控除額がある場合等、所得金額に関する計算書（第 6号様

式別表 5）において、加算・減算及び調整を行う場合のみ提出してください。 

3 号事業を行う外形標準課税適用法人 

下記の添付資料についても提出が必要です。 

□地方税法施行規則様式で定める別表(*)、貸借対照表及び損益計算書 

□付加価値額に係る積算の内訳書(*)【兵庫県独自様式】 

□法人税法施行規則様式別表 4、5(1)、5(2)、8(1) 

(*)様式は、兵庫県のホームページからダウンロードしていただけます。 

兵庫県トップページ（サイト内検索） 
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６．中間（予定）申告の取扱いについて 

法人事業税収入割を申告すべき法人で事業年度が 6 月を超える場合には、法人事業税

について中間（予定）申告納付する義務があります。 

  前事業年度の法人税割額並びに前事業年度の法人事業税額及び特別法人事業税額を基

礎にして中間申告をする場合は、第 6号の 3様式（その 2）により申告してください。 

 

７．法人事業税の算定方法（兵庫県独自様式の作成方法）について 

3 号事業と 1号事業を併せて行う場合の区分計算に便利なエクセルシート（兵庫県独自

様式）を作成しましたのでご活用ください。 

※3号事業と 2号事業を併せて行う場合は、様式各シートの「1 号事業」を「2号事業」に変更

の上、3号事業にかかる所得金額（課税標準）を算定してください。 

（１）区分経理の要否に係る判定表（別紙 1） 

＜手順 1＞ 

申告する事業年度、法人名、管理番号を記載します。（このシートに記載すると、他の全ての

シートへ同じ内容が反映されます。） 

法人名

管理番号
事業年度

年　　月　　日から

年　　月　　日まで  

＜手順 2＞ 

「損益計算書」より、3 号事業と 1 号事業に係る収益金額を、表のＡ欄に記載します。また、

修正申告において売上金額の税務加算・減算がある場合には、Ｂ欄にその金額を記載します。 

 

 

 

 

 

 

 

なお、売上金額について、一方の事業部門の売上金額に相当する収入が損益計算書上で売上

高に計上されていない場合（例：営業外収益に計上）には、当該金額も売上金額に含めて按分

計算を行ってください。 

＜手順 3＞ 

以下の計算式において算出された数値が「0.1」を超えた場合は、区分経理が必要となりま

すので、別紙 2－2、別紙 3 を作成してください。 

 【区分経理の要否】   

 従たる事業の売上金額 
（①と②の小さい方） 

＝  
  主たる事業の売上金額 

（①と②の大きい方） 
 

 

 

 

※「0.1」以下の場合は、区分経理は不要

ですので、主たる事業の課税方式によっ

て税額等を算出してください。 

総　額

法人税別表四による加減算のうち、
３号事業に係る金額

所得金課税分（１号事業）　　　　　　　②

１号事業の営業収益

法人税別表四による加減算のうち、
１号事業に係る金額

科　　目

収入金等課税分（３号事業）　　　　　　①

３号事業の営業収益

Ｂ

Ｂ

Ａ

Ａ
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（２）所得金額に関する明細書、科目内訳書（別紙 2－1、2－2） 

＜手順 1＞ 

別紙 2－1 については、別紙 2－2 からの入力内容を反映させるだけのシートになりますの

で、入力は不要です。 

３号事業
(収入金等課税)

１号事業
(所得金課税)
(③×あん分率)

販売費及び一般管理費

営業外収益

営業外費用

特別利益

特別損失

法人税、住民税及び事業税額

科　　目

売上高

売上原価

区分経理が可能なもの

総　額
（①＋②＋③） ３号事業

(収入金等課税)

①

税引前当期純利益

当期利益または当期欠損

区分経理できない共通部分

１号事業
(所得金課税)

②

３号事業
＋１号事業

（③）

 

＜手順 2＞ 

別紙 2－2 について、売上高や売上原価などの科目ごとについて、損益計算書をもとに 3 号

事業と 1 号事業に区分し、内訳を下表の色付セルに記載してください。なお、3 号事業および

1 号事業の両方に共通するような項目については、「区分経理できない共通部分」欄に記載して

ください。 

３号事業
(収入金等課税)

１号事業
(所得金課税)
(③×あん分率)

×××　計

区分経理が可能なもの

科　　目
総　額

（①＋②＋③）

区分経理できない共通部分

３号事業
(収入金等課税)

①

１号事業
(所得金課税)

②

３号事業
＋１号事業

（③）
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（３）所得の金額の計算に関する明細書（法人税申告書別表 4）（別紙 3） 

＜手順 1＞ 

 表の一番上の項目「当期利益又は当期欠損の額」欄については、別紙 2－1 から入力内容を

反映させますので入力は不要です。 

３号事業
(収入金等課税)

１号事業
(所得金課税)
(③×あん分率)

0 0 0 #DIV/0! #DIV/0! 0

項　　目

当期利益又は当期欠損の額
（別紙2-1の「当期利益または当期欠損」）

区分経理が可能なもの 区分経理できない共通部分

３号事業
(収入金等課税)

①

１号事業
(所得金課税)

②

３号事業
＋１号事業

（③）

総　額
（①＋②＋③）

 

＜手順 2＞ 

所得計算において加算・減算及び調整すべき項目について、法人税申告書別表 4 をもとに 3

号事業と 1 号事業に区分し、内訳を下表の色付セルに記載してください。なお、3 号事業およ

び 1 号事業の両方に共通するような項目については、「区分経理できない共通部分」欄に記載し

てください。 

　××× ＋
　××× △
　××× ＋
　××× ＋
　××× ＋
　××× ＋

小　　計　B

小　　計　C

減
算

　×××

　×××

　×××

加
算

　×××

　×××

　×××

小　　計　A

 

＜手順 3＞ 

繰越欠損金額の当期控除額がある場合等、所得金額に関する計算書（第 6 号様式別表 5）に

おいて、加算・減算及び調整を行う場合は、（4）所得金額に関する計算書（第 6 号様式別表 5）

（別紙 4）を作成します。 

別紙 4 を作成しない場合は、手順 4 に進んでください。 

＜手順 4＞ 

イ＋エ

→第6号様式(その2)の(28)へ

ア＋ウ

→第6号様式(その2)の(40)へ

 

 

※1 号事業にかかる所得金額（課税標準）：イ＋エ 

3 号事業にかかる所得金額（課税標準）：ア＋ウ 

を第 6 号様式（その 2）の対応する欄へ転記して

ください。 
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（４）所得金額に関する計算書（第 6号様式別表 5）（別紙 4） 

＜手順 1＞ 

別紙 4 は、繰越欠損金額の当期控除額がある場合等、所得金額に関する計算書（第 6 号様式別

表 5）において、加算・減算及び調整を行う場合のみ作成してください。 

 調整等が不要の場合は、作成する必要はありません。 

＜手順 2＞ 

表の一番上の項目「所得金額」欄については、別紙３から入力内容を反映させますので入力は不要

です。 

３号事業
（収入金等課税）

１号事業
（所得金課税）
(③×あん分率)

0 0 0 0

区分経理が可能なもの 区分経理できない共通部分

３号事業
（収入金等課税）

①

区　　分 ３号事業
＋１号事業

（③）

所得金額（法人税の明細書(別表4)の(34))又
は個別所得金額（法人税の明細書(別表4の2付
表)の(42))

１号事業
（所得金課税）

②

総　額
（①+②+③）

 

＜手順 3＞ 

所得金額に関する計算書（第 6 号様式別表 5）をもとに 3 号事業と 1 号事業に区分し、内訳を

下表の色付セルに記載してください。なお、3 号事業および 1 号事業の両方に共通するような項目

については、「区分経理できない共通部分」欄に記載してください。 

　×××

　×××

小　　計

　×××

　×××

小　　計

　×××

　×××

小　　計

　×××

　合　　　計　　※

　×××

加
　
　
　
算

減
　
　
　
算

　×××

非
課
税
等
所
得

繰越欠損金額等又は災害損失金額の当期控除
額

※繰越欠損金額は対応する事業の所得金額から控除することができます。 

3 号事業の繰越欠損金の控除の考え方についてはＰ.4 を参照してください。 

＜手順 4＞ 

手順 3 を終えたら、（3）所得の金額の計算に関する明細書（法人税申告書別表 4）（別紙 3）の

手順 4 に戻ってください。 
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（５）収入金額計算書（第 6号様式別表 6） 

＜手順 1＞ 

標題（収入金額に関する計算書）下の「（法第 72 条の 2 第 1 項第 2 号・第 3 号に掲げる事業）」

は、「第 3 号」を○印で囲んでください。 

※3 号事業と 2 号事業を併せて行う場合は、事業ごとに作成してください。 

 

収入金額に関する計算書

法第72条の２第１項　　　に掲げる事業
第２号

第３号

第４号

・

・
 

＜手順 2＞ 

「収入金額の総額」欄には、3 号事業に係る事業収入および事業に付随する収入金額を記載して

ください。 

①

金　　　　　額

収
入
金
額
の
総
額 計

摘　　　　　要

 

＜手順 3＞ 

「控除される金額」欄には、地方税法施行令第 22 条等の規定により控除される収入金額を記載

してください。 ※2．（1）②控除すべき金額（P.2）参照 

②

控
除
さ
れ
る
金
額

上記の売電等収入に消費税・地方消費税が含まれている場合の
消費税・地方消費税　※

計  

※料金とあわせて収入する消費税及び地方消費税（以下、消費税等という）の金額は、収入金額

に含めませんが、経理上消費税等を税込経理している場合など、収入金額に消費税等が含まれ

ている場合は、この欄で消費税等の金額を控除してください。 

＜手順 4＞ 

法附則第 9 条各号の規定により控除される金額がある場合には、④～⑫欄に記載してください。 
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８．よくあるご質問（Ｑ＆Ａ） 

 

 Ｑ1 【電気供給業とは－1】 

  電気事業法の許認可を受けていませんが、自社の発電設備で得た電気を工場敷地内にある 

子会社の工場へ供給しています。この場合、法人事業税の「電気供給業」に該当しますか？ 

 

 Ａ1 

  該当します。地方税法における「電気供給業」とは、現に電気を供給している実態により判断

します。 

 

 Ｑ2 【電気供給業とは－2】 

  他府県において太陽光を利用した電気供給業を実施していますが、兵庫県内には無人の太 

陽光パネルを設置しているだけで事務所等はありません。 

この場合、申告は必要でしょうか？ 

 

 Ａ2 

  申告する必要はありません。法人事業税は事務所等の存在する都道府県に対して納税義務があ

りますが、無人の発電設備は事務所等に該当しません。 

 

 Ｑ3 【電気供給業を開始する場合－1】 

  新しく電気供給業を開始しましたが、県へ届出は必要ですか？ 

 

Ａ3 

  法人設立届または登記事項等異動届を提出する必要があります。 

 

 Ｑ4 【電気供給業を開始する場合－2】 

  現在電気供給業を行うべく発電施設を建設中なので、まだ電気供給を開始していないので 

すが、この事業年度の課税はどうなりますか？ 

 

 Ａ4 

  現に電気の供給を行っていない期間は、法人事業税における「電気供給業」には該当しません。

よって、所得割（資本金が 1 億円を超える場合は、付加価値割及び資本割を含む。）により、申

告してください。 
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 Ｑ5 【中間申告】 

  中間（予定）申告は必要ですか？ 

 

Ａ5 

  前期に収入割を申告した法人で事業年度が 6月を超える法人は、法人事業税について、中間申

告納付（予定申告または仮決算に基づく中間申告）をする必要があります（ただし人格なき社団

等、地方税法 72条の 26第 1 項 7号に該当する法人については不要）。 

※ 様式は第 6号の 3様式（その 2）（仮決算に基づく中間申告の場合は第 6号様式（その 2））

により申告してください。 

 

 Ｑ6 【複数事業行っている場合－1】 

  3 号事業と 1号事業を行っていますが、3号事業の売上金額は 1 号事業の売上金額の 1 割 

未満しかありません。 

この場合も事業ごとに区分経理する必要はありますか？ 

 

Ａ6 

  主たる事業と従たる事業とを比較して、従たる事業が主たる事業の売上金額の 1 割以下である

など、社会通念上、独立した事業部門とは認められない程度の軽微なものである場合は、従たる

事業を主たる事業のうちに含めて、主たる事業の課税方式により申告することができます。 

※3.（2）参照（P.5） 

よって、1号事業の課税方式（所得金課税）を選択し、第 6号様式で申告することができます。 

ただし、売上金額が1割を超えるなど、従たる事業が軽微なものと認められなくなった場合は、

3 号事業と 1号事業に区分経理し、第 6号様式（その 2）により申告する必要があります。 

 

 Ｑ7 【複数事業行っている場合－2】 

  3 号事業、2号事業又は 1号事業のうち複数の事業を併せて行う法人が課税標準を算出する 

際、各事業部門に共通する収入金額又は経費がある場合、取扱いはどうすればよいですか？ 

 

Ａ7 

  3 号事業、2 号事業又は 1 号事業のうち各事業部門に共通する収入金額または経費があった場

合は、これらの共通収入金額又は共通経費を各事業部門の売上金額など最も妥当と認められる基

準によって按分したうえで、各事業部門に計上してください。 

  なお、太陽光パネルにかかる減価償却費、法人事業税（収入割および所得割）などは区分経理

が可能なものとして取扱ってください。 
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 Ｑ8 【複数事業行っている場合－3】 

  3 号事業と 1号事業を併せて行っています。各事業部門の課税標準額を区分計算により算 

定しましたが、この場合の法人事業税や特別法人事業税の税率はどうなりますか？ 

 

Ａ8 

  各事業で定められた税率を用いて税額の計算を行います。 

  また、税額計算において、標準税率と超過税率のどちらを適用するかの判定についても、事業

ごとに判定します。 

資本金の額又は出資金の額が 1 億円以下で、所得が年 7,000 万円以下かつ収入金額が年 5 億

6,000 万円以下の場合のみ標準税率が適用されます。 

（例）資本金 7,000 万円の場合 

事業区分 収入金額 所得 適用税率 

3 号事業 7 億 3,000 万 収入割・所得割ともに超過税率を適用 

1 号事業 － 5,000 万 標準税率を適用 

計 7 億 8,000 万  

 

Ｑ9 【複数事業行っている場合－4】 

  3 号事業と 1号事業を併せて行っている法人ですが、繰越欠損金額はどのように計算すれ 

ばいいですか？ 

Ａ9 

  3 号事業と 1 号事業を併せて行っている場合は、3 号事業に係る部分と 1 号事業に係る部分と

を区分し、各々の事業に係る繰越欠損金額を算定します。 

※3号事業分の所得（欠損額）は、法人全体の所得から 1号事業分の所得を除いた額となります。 

 

 Ｑ10 【欠損金額の取扱い（事業税に関する経過措置）－1】 

   平成 29年 4 月 1日に法人を設立した 3月決算法人です。設立当時から発電事業（3 号 

事業）と製造業（1号事業）を併せて行っています。この場合、繰越欠損金の控除に係る 

取扱いはどうなりますか？ 

 

Ａ10 

  事業ごとに区分された欠損金は、翌期以降の対象事業に区分された所得金額から控除すること

ができます。 

※3 号事業の欠損金を 3 号事業の収入金額から控除することや、1 号事業の欠損金を 3 号事業

の所得金額から控除することはできません。 

また、令和 2年 4月 1日以後最初に開始する事業年度開始の日の前日を含む事業年度（R2.3

期）において 3号事業を行っているため、事業税に関する経過措置（詳細は P.4 参照）が適

用されます。 

  この場合、H30.3 期から R2.3 期までの 3 号事業にかかる所得を法人税の課税標準となる所得の

計算の例により算定していたものとみなし、算定した欠損金を控除することができます。 
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 Ｑ11 【欠損金額の取扱い（事業税に関する経過措置）－2】 

  平成 27 年に製造業（1号事業）を行う法人を設立し、令和 2年 6月からは発電事業（3 号 

事業）も開始しています。経過措置は適用されますか？ 

 

Ａ11 

  令和 2年 4月 1日以後に初めて 3号事業を開始した場合、経過措置は適用されません。 

 

Ｑ12 【欠損金額の取扱い（事業税に関する経過措置）－3】 

  「法人税の課税標準となる所得（個別所得金額）の計算の例により算定していたものとみな 

す」とはどういうことですか？ 

 

Ａ12 

  令和 2年度税制改正適用前の事業年度の所得が欠損で青色申告の場合、法人税の申告と同様の

計算方法により申告があったものとみなします。 

よって、欠損金は翌期繰越があったものとして（繰越控除も行われたものとします）、令和 2

年 4 月 1日以後に開始する事業年度の所得から控除することができます。 

 

Ｑ13 【欠損金額の取扱い（事業税に関する経過措置）－4】 

  経過措置の適用を受ける法人ですが、過去 10 年間、3 号事業と併せて 2号事業中の電気 

供給業も行っていました。 

繰越欠損金額はどのように計算すればよいですか？ 

 

Ａ13 

3 号事業と 2号事業中の電気供給業を併せて行っていた場合は、3 号事業に係る部分と、2号事

業中の電気供給業に係る部分とを区分し、3号事業に係る繰越欠損金額を算定します。 

  ただし、区分することが困難な場合は、算定する繰越欠損金額を、その欠損金額の生じた事業

年度におけるそれぞれの事業の売上金額など最も妥当と認められる基準により按分して、3 号事

業に係る繰越欠損金額を算定します。 

 

Ｑ14 【欠損金額の取扱い（事業税に関する経過措置）－5】 

  平成 31年 4 月に電気供給業（3号事業）のみを行う法人として設立しましたが、1期目 

（R2.3 期）は施設を建設中のため売電収入は発生せず、欠損となりました。 

  翌期（R3.3 期）の途中より電気供給業を開始した場合、R2.3 期の繰越欠損金はどのよう 

 に計算すればよいですか。 

 

Ａ14 

  現に電気の供給を行っていない期間は、法人事業税における「電気供給業」には該当しないた

め、3号事業に係る繰越欠損金としては算定しません（取通(県)3 章 4の 7 の 4(3)）。 
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 Ｑ15 【外形標準課税対象法人－1】 

  外形標準課税の対象となるかどうかの判定はどのようにすればよいですか？ 

Ａ15 

  事業年度終了の日（仮決算による中間申告にあっては事業年度開始の日から 6月の期間の末日、

清算中の法人にあっては解散の日）現在における法人全体の資本金の額により、外形標準課税の

対象となるかどうかの判定を行います。 

  なお、令和６年度税制改正により、外形標準課税適用対象法人の見直しが行われました。詳し

くは県ホームページでご確認ください。 

 

兵庫県トップページ（サイト内検索） 

 
 

 

 Ｑ16 【外形標準課税対象法人－2】 

  外形標準課税の対象法人ですが、3号事業のみを行っています。 

この場合の課税標準の算定はどのように行えばよいですか？ 

Ａ16 

  外形標準課税の対象法人が 3号事業のみを行う場合には、法人事業税は収入割額、付加価値割

額及び資本割額の合算額により申告します。 

 

 Ｑ17 【外形標準課税対象法人－3】 

  外形標準課税の対象法人ですが、3号事業と 1 号事業を併せて行っています。 

この場合の課税標準の算定はどのように行えばよいですか？ 

Ａ17 

  外形標準課税の対象法人が 3号事業と 1号事業を併せて行う場合は、それぞれの事業に係る経

理を区分し、3 号事業にかかる収入割額、付加価値割額及び資本割額、1 号事業にかかる所得割

額、付加価値割額及び資本割額を申告することとなります。 

課税標準は、3 号事業と 1 号事業の各割で算定します。原則として、3 号事業と 1 号事業を区

分経理して得たそれぞれの事業に係る金額を基礎としますが、それぞれの事業に共通する経費が

あり、区分経理をすることが困難な場合は、共通経費については、両事業の売上金額など最も妥

当と認められる基準によって按分した金額を課税標準とします。 

付加価値額割の算定については、事業（3 号事業及び 1 号事業）ごとに課税標準となる付加価

値額を算定し、資本割については、資本金等の額に当該事業年度末における全従業者数に占める

各事業の従業者数の割合を乗じて得た金額が課税標準となります。 

 

 

外形標準課税の適用対象法人の見直し 



18 

 

 

 

 

 Ｑ18 【収入すべき金額】 

  消費税の申告にあたり、預かった消費税のうち、国に納付することなく自社の収入となっ 

た金額（益税）を雑収入に計上しました。この収入は収入割の課税標準となる収入金額に含 

めますか？ 

 

Ａ18 

  消費税に係る益税については、収入すべき金額に含まれます。また、控除される金額には該当

しませんので、収入すべき金額から控除できません。 

 

 Ｑ19 【収入金額から控除する金額】 

  発電事業を行うにあたり、他の電気事業者から購入した電気で設備を稼働しています。 

設備の稼働に係る電気の購入代金は、収入金額から控除できますか？ 

 

Ａ19 

  できません。他の電気供給業を行う法人から供給を受けた電気を自己消費している場合には、

当該消費に係る電気料金については控除の対象とすることができません。 
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９．申告内容のご相談やお問い合わせ・提出先 

 

申告内容のご相談やお問い合わせ、郵送・電子申告による申告書等のご提出は、下表の

管轄の県税事務所へお願いします。 

 

県 税 

事務所 
所 在 地 TEL 管轄区域 

神 戸 
653-8766 

神戸市長田区二葉町5丁目1番32号 

078-647-9131 

078-647-9133 
神戸市 

西 宮 
662-8503 

西宮市櫨塚町2-28 

0798-39-1514 

0798-39-1538 

尼崎市、 

西宮市、芦屋市 

伊 丹 
664-8522 

伊丹市千僧1丁目51 
072-785-7454 

伊 丹 市 、 宝 塚 市 、

川 西 市 、 三 田 市 、

猪名川町 

加古川 
675-8566 

加古川市加古川町寺家町天神木97-1 
079-421-9282 

明 石 市 、 加 古 川

市 、 高 砂 市 、 稲 美

町、播磨町 

加 東 
673-1431 

加東市社字西柿1075-2 
0795-42-9339 

西 脇 市 、 三 木 市 、

小 野 市 、 加 西 市 、

加東市、多可町 

姫 路 
670-0947 

姫路市北条1丁目98 
079-281-9128 

姫 路 市 、 神 河 町 、

市川町、福崎町 

龍 野 
679-4167 

たつの市龍野町富永字田井屋畑1311-3 
0791-63-5670 

相生市、赤穂市、 

たつの市、宍粟市、 

太 子 町 、 上 郡 町 、

佐用町 

豊 岡 
668-0025 

豊岡市幸町7-11 
0796-26-3628 

豊 岡 市 、 養 父 市 、

朝 来 市 、 香 美 町 、

新温泉町 

丹 波 
669-3309 

丹波市柏原町柏原688 
0795-73-3746 

丹 波 篠 山 市 、 丹 波

市 

洲 本 
656-0021 

洲本市塩屋2丁目4-5 
0799-26-2026 

洲 本 市 、 南 あ わ じ

市、淡路市 

 


